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トルコにおける抽象的違憲立法審査
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違憲判決確率の規定要因

おわりに

は じ め に

現在，世界の憲法の約８割が違憲立法審査の

規定をもっている［Ginsburg 2008,81］。違憲立

法審査が世界的に広がったのは，まずは第二次

世界大戦後に西欧民主主義国が，そして1970

年代半ばにはじまる第３の民主化の波で生まれ

た民主主義国が，違憲立法審査制度を採用した

ことによる 。違憲立法審査は，議会多数派

の専制を防ぐための手段と考えられてきた

［Lijphart 1999,223］ことからしても，新興民

主主義の定着に重要な意味合いをもつ 。な

ぜなら新興民主主義の定着における最大の問題

点は，水平的説明責任（horizontal accountabil-

ity，端的にいえば国家機関どうしの抑制均衡）の

欠如，特に，民主主義的手続きで選ばれた政権

28

間
はざま

寧
やすし

『アジア経済』LII-3（2011.3)

要 約

新興民主主義の定着の大きな障害のひとつは，水平的説明責任の欠如，特に行政府による三権分立

侵害といわれてきた。水平的説明責任を遵守させるために重要な制度は違憲立法審査である。しかし

近年，「中心・周辺」亀裂の深い社会において違憲立法審査が「中心」を代表するエリートの覇権維

持を最優先しているとの議論が台頭している。もしこの議論が新興民主主義国にも妥当するならば，

違憲立法審査は民主主義の定着に貢献しないことになる。本稿は，「中心・周辺」亀裂が顕著である

とともに過去半世紀にわたり違憲立法審査が制度化されてきたトルコにおいて，憲法裁判所が，（中

心を代表する）国家エリートの覇権維持と水平的説明責任維持のうち，どちらをより重視しているの

かを問いかけた。そして1984～2007年の憲法裁判所判決録をコード化したデータを用いた定量・定

性分析により，審査請求者（国家エリート，非国家エリート）および審査請求理由（国家原則，水平

的説明責任）の種類が違憲判決確率に与える影響を検証した。その結果，トルコにおける違憲立法審

査制度では，国家エリートの覇権維持というよりは水平的説明責任を維持するという側面が強いこと

を明らかにした。

覇権維持か越権是正か
――トルコにおける違憲立法審査――



（行政府）が越権行為により立法権や司法権を

侵害することだからである［O’Donnell 1994;

1996;1999;Diamond,Plattner and Schedler 1999;

Mainwaring and Welna 2003］ 。

司法府が違憲立法審査で現政権に対する独立

性を発揮できないことは，ラテンアメリカ諸国

の民主主義定着への大きな障害とされてきた

［Larkins 1998;Moreno,Crisp and Shugart 2003;

Dodson and Jackson 2003;Magaloni 2003;Cal-

leros 2009,87-113］ 。他方，東欧のなかでも

ポーランドやハンガリーでは，憲法裁判所は行

政府の権限拡大を抑制する判決などにより水平

的説明責任の形成に貢献してきたし，ブルガリ

アやスロバキアの憲法裁判所は強権的な政権の

圧力を排して独自の司法判断を下し，体制の民

主化に重要な役割を果たした［Schwartz 1999,

195-214;2000］ 。その意味で，違憲立法審査

は，民主主義が自己拘束的（self-enforcing

［Weingast 1997;2005］,self-binding［Linz and
 

Stepan 1996,10］）に機能するために重要な制

度のひとつといえる 。

ところが最近，Ginsburg（2003）やHirschl

（2004）らが違憲立法審査制度について新たな

解釈を唱えるようになった。Ginsburg（2003）

は民主化の第３の波での違憲立法審査制度導入

の理由を，旧体制エリートが政権交代による権

力喪失への保険として同制度を必要としたこと

に求めた 。さらにHirschl（2004）は，文化

的に分断された社会（イスラエル，カナダ，

ニュージーランド，南アフリカなど）において，

少数派エリート が自らの政治的覇権を維持

するために違憲立法審査を利用していると主張

した 。特にHirschl（2004）の覇権維持

（hegemonic preservation）仮説は，違憲立法審

査が多数派専制防止（水平的説明責任確保）よ

りも多数派意見の否定と少数派の専制につなが

るという主旨であり，同制度の民主主義定着へ

の役割に大きな疑問を投げかけた。もちろん違

憲立法審査事例が多数派専制の阻止と少数派の

覇権維持の両方の要素を含んでいることは想像

に難くない。ただし，違憲立法審査事例全体の

なかで，それらのどちらがより優勢であるかは，

民主主義定着に大きな影響を与えるはずである。

Hirschl（2004）のいう文化的に分断された

社会とは，実質的には中心・周辺亀裂（center-

periphery cleavage）［Lipset and Rokkan 1967］

が強い社会で ，少数派エリートとは，「中

心」文化を代表するエリートを意味すると理解

できる。違憲立法審査制度における水平的説明

責任確保と覇権維持の優劣を検討するにもっと

もふさわしいのは，社会における中心・周辺亀

裂が顕著で，違憲立法審査の歴史が比較的長い

新興民主主義国である。その代表がトルコで，

同国は中心・周辺亀裂が強いうえに［Mardin
 

1973;Kalaycıoglu 1999;Esmer 2002;Çarkoglu
 

and Hinich 2006;Çarkoglu 2007;Çarkoglu and
 

Kalaycıoglu 2007］，違憲立法審査制度が，1962

年に設立されている。同制度導入の背景には，

トルコ初の民主主義的選挙（1950年）で選ばれ

た政権が憲法を無視した立法を行って多数派の

専制を敷いたという教訓があった（後述）。た

だし最近になると，トルコでもHirschl（2004）

の覇権維持仮説を支持する議論が目立っている

［Özbudun 2007;Can 2007;Arslan 2008;Yazıcı
 

2009,183-223］ 。国家エリート の最大の

利益と価値である世俗主義的かつ一元的な

国民国家（以下では世俗一元的国家と略す）を，

（国家エリートにより占められている）憲法裁判

覇権維持か越権是正か
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所が頑なに擁護しているとの主張である。しか

し，もしトルコの違憲立法審査の主要な目的と

機能が国家エリートによる覇権維持だとすると，

トルコにおいてなぜ非国家エリート政党も違憲

立法審査で頻繁に勝訴しているのかという大き

な疑問が生じる（図１) 。また，トルコの公

的機関のなかでは憲法裁判所への国民の信頼が

比較的高いことも説明しにくい（図２) 。

これらのことからすると，トルコの違憲立法

審査制度が，設立当初の目的から逸脱して国家

エリート支配強化に貢献してきたのか，それと

も水平的説明責任を強化して自己拘束的な民主

主義制度の構築に寄与したのかは，トルコのみ

ならず他の新興民主主義諸国にとっても重要な

含意をもつ 。すなわち，トルコで過去半世

紀続いてきた違憲立法審査制度は，国家エリー

トが至上とする（世俗一元的国家という）国家

原則を守ることを最優先してきたのだろうか，

それとも行政府の三権分立侵害を防ぐこと（水

平的説明責任の維持）だろうか。もちろん両者

は二律背反とはかぎらず，ひとつの違憲立法審

査が覇権維持と水平的説明責任維持の両方の効

果を及ぼす場合もありえよう。しかし本稿では，

（体系的分析が可能な）すべての違憲立法審査結

果において，覇権維持と水平的説明責任維持の

どちらの比重がより大きいかを問う。

この疑問に答えるため，本稿はトルコの

1984～2007年の憲法裁判所判決録をコード化

し，定量・定性分析することにより，「覇権維

持優位」と「水平的説明責任維持優位」という

（出所）トルコ憲法裁判所判決録より筆者作成。

（注）審査対象法律のすべてまたは一部について違憲判決が下された審査請求の件数。括弧内は，そ

れぞれの審査請求者が審査請求資格を有していた年数。

国家エリート大統領を審査請求者とする18件のうち，１件は第１野党，５件は国会議員５分

の１も，大統領とならんで審査請求者になっている。しかし，いずれの場合も大統領が最初の

審査請求者だったため，ここに分類した。

図１ 違憲判決が下った審査請求の審査請求者別内訳――1984～2007年（N＝125)――
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２つの仮説を検証した。第１に「覇権維持優

位」仮説は，⑴審査請求者（大統領ないし野党

第１党）が非国家エリートよりも国家エリート

の場合，⑵審査請求理由が水平的説明責任より

も国家原則の場合，違憲判決が下されやすいと

いうものである。第２に「水平的説明責任維持

優位」仮説は，⑴審査請求者が国家エリートか

非国家エリートかは違憲判決確率に影響を与え

ない一方で，⑵審査請求理由が国家原則よりも

水平的説明責任の場合に違憲判決が下されやす

いというものである。検証の結果は，第２の

「水平的説明責任維持優位」仮説をおおむね支

持した。大統領による審査請求についていえば，

非国家エリート出身者よりも国家エリート出身

者のほうが違憲判決を引き出しやすかった。し

かし，大統領からの審査請求はそもそも少ない

上，そのなかで国家原則に関する違憲判決はさ

らに少なかった。このように，トルコにおける

違憲立法審査制度は，国家エリートの覇権維持

というよりは水平的説明責任を確保するという

側面が強い。以下ではまず第 節でトルコの違

憲立法審査制度の特質を明らかにする。第 節

の「研究設計」では，分析手法とデータを提示

する。そして第 節で，覇権維持よりも水平的

説明責任維持がより多くみられるという定性・

定量的知見を示したうえで，「おわりに」で全

体の議論をまとめる。

トルコにおける抽象的違憲立法審査

トルコは非西欧諸国としてはかなり早く

1962年に違憲立法審査制度を導入した。その

違憲立法審査制度の長い歴史は，請求者と裁判

所の行動を体系的に分析するためのデータの蓄

積を生んだ。本節では，トルコにおける抽象的

違憲立法審査の制度的特徴と歴史的背景を概観

し，それが当初は議会多数派与党の横暴を防ぐ

ために設計されていたことを示す。近年，トル

（出所）TNS-Turkey（2010）より筆者作成。
（注）各機関を信頼すると答えた人のパーセント比率。1998年１月～2009年

11月の月次データの平均。全国2000名を対象とした面接調査結果。

図２ 公的機関に対する信頼（％)
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コにおける司法積極主義への批判が高まるよう

になったが，過去半世紀についての憲法裁判所

の行動はいまだに体系的に分析されていない。

１．多数派による専制と違憲立法審査の導入

トルコにおける抽象的違憲立法審査の主要な

制度的特徴を，⑴審査請求頻度と⑵違憲判決確

率を規定すると考えられる要因からまとめたも

のが表１である。先進・新興民主主義について

の既存研究によれば，⑴審査請求の頻度は，審

査請求資格対象が広いほど［Ginsburg 2003］，

憲法規定が詳細で明瞭であるほど［Sieder,

Schjolden and Angell 2005］，および立法過程に

おける拒否点（veto points）の数が少ないほど

［Sweet 2002,54］ ，高くなると考えられる。

また⑵司法府が（独立性を維持して）違憲判決

を下すための条件は，立法府と行政府の間

［Figueiredo,Jacobi and Weingast 2006,207-212;

Weingast 2002,676;Chavez 2004; Epstein,

Knight and Shvetsova 2001］あるいは政党制

［Smithey and Ishiyama 2002;Herron and
 

Randazzo 2003］ないし政治エリート間［Gins-

burg 2003,106-157;Vondoepp 2006;2008;2009］

において競争状態が存在すること，司法府が政

策的方針をもっていること［Segal and Cover
 

1989;Segal et al.1995;Steunenberg 1997］，世論

の支持を得ていること［Vanberg 2008,106-111;

Durr,Martin and Wolbrecht 2000;McGuire and
 

Stimson 2004;Vanberg 2001;Staton 2006］など

であるとされる 。これらの知見とトルコの

違憲立法制度の特徴を照らし合わせると，トル

コにおける違憲立法審査の頻度は高く，違憲判

決の確率も高いことが予想される（表１）。こ

れは，トルコにおいて，違憲立法審査が覇権維

持または水平的説明責任維持という機能を果た

す条件を備えていることを意味する。

それでは，覇権維持と水平的説明責任維持の

どちらがより支配的なのかについて，歴史的背

景と既存研究を概観したうえで，作業仮説を提

示してみたい。トルコでの違憲立法審査制度は，

議会多数派が専制化したことに対する反発に起

因している［Aliefendioglu 1996,73］。トルコ初

の民主主義的選挙（1950年）で政権に就いた民

主党はその後独裁化した。「基本的権利の有効

表１ トルコにおける違憲立法審査制度――審査頻度と違憲判決を規定する制度的要因 ――

要因 形容（効果) 根拠

対審査頻度：
拒否点 少ない（＋） １院制議会
請求資格対象者 限定的（－） 大統領，首相，第１野党，国会議員の５分の１
拘束性 強い（＋） 審査は１回のみで結果は拘束的
対違憲判決：
判事任命 与党色排除（＋） 上級裁判所が正規判事11席のうち７席につき各３候補を推

薦し，大統領が任命。
裁判所の原則方針 強い（＋） 世俗主義，一元的国民国家
世論の支持 強い（＋） 世論調査結果（図２）
政党競合 大きい（＋） 分極的（2002年まで）

（出所）筆者作成。

（注）１）1984～2007年に請求された違憲立法審査。

２）審査頻度ないし違憲判決確率を高める場合は＋，低める場合は－。他国と比べた，筆者による印象的評価。
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な法的保障と法律の合憲性の司法審査がなかっ

たために，民主党政権は野党の権利を大幅に制

限する一連の法律を成立させた」のである

［Özbudun 2000,53］。1960年，反政府抗議行動

が高まるなか，政府が軍部にデモを鎮圧するよ

うに命令すると，軍部はこれを拒否し，かわり

に政府を倒した。すなわち当時施行されていた

1924年憲法が抑制と均衡の機能を欠いていた

ことが，「トルコにとっての民主主義の最初の

試行が崩壊した主要な原因だった」［Özbudun
 

2000,53］。クーデター後に文民と軍部の共同で

起草された1961年憲法のもっとも重要な目的

は，多数派民主主義から多元主義的民主主義へ

の移行だった。後者の制度的要件は，⑴憲法の

至上性，⑵三権分立，⑶多元主義的，参加型社

会構築だった［Özbudun 1993b,17-21］。そして

特に，議会多数派による専制を防ぐために，選

挙制度が比較多数制から比例代表制に変更され，

議会上院が創設され，違憲立法審査制度が導入

されたのである。

違憲立法審査の基本的な構造は（1980年の軍

事クーデター後に起草された）現行の1982年憲

法でも，審査請求資格が狭められたことを除け

ば1961年憲法と同様である。1961年憲法では

審査請求資格を大統領，上下両院いずれかの政

党会派 ，下院に政党会派をもつ政党，直近

総選挙で得票率が10パーセント以上の政党，

上下両院いずれかの議員の６分の１，自らの存

続および任務にかかわる場合，判事最高委員会，

最高裁判所，最高行政裁判所，最高軍事裁判所，

および大学に与えていた（第149条）。この規

定は小政党が違憲立法審査請求により政府に抵

抗することを許したため，1982年憲法では政

党ないし議員の請求資格を，第１野党と（１院

制）国会議員５分の１に限定した（第150条）。

1982年憲法はまた1961年憲法よりも非民主主

義的とみなされている。1982年憲法が個人や

集団の権利を制限し，行政府（大統領と内閣）

の権限を強化したからである［Özbudun 1993b;

Yazıcı 2009］。

２．国家エリートの覇権維持？

このようにトルコの違憲立法審査導入の動機

には水平的説明責任が色濃いが，近年になって

司法積極主義を懸念する議論がトルコでも台頭

した。覇権維持理論［Hirschl 2004］のモデル

となった４カ国では，少数派エリートの権利を

擁護する内容の「権利章典」（bill of rights）が

憲法規定として導入され，それが違憲立法審査

により守られているとされる。トルコでは，権

利章典にあたる憲法規定は，違憲立法審査制度

樹立の前にも後にも導入されていないが，トル

コの（少数派エリートにあたる）国家エリートの

利益が世俗一元的国家という国家原則と一致し

ている可能性は否定できない。実際，Öz-

budun（2007，264-265）は，トルコにおける司

法積極主義が基本的人権ではなく国家の基本的

価値と利益を守ることを目的としているうえ，

国家原則は憲法では曖昧に述べられているため

に憲法裁判所は解釈上のかなりの裁量をもって

いると論じている。また，違憲立法審査制度の

目的が，導入当初には多数派の専制の抑制だっ

たとしても，時間とともに変質し，覇権維持に

なったかもしれない。最近になると，憲法裁判

所が過剰な権限を行使しているとの議論も強

まっている［Özbudun 2007;Can 2007;Arslan
 

2008;Yazıcı 2009, 183-223; Özbudun and
 

Gençkaya 2009,108-109］ 。これらの議論を
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踏まえると，違憲立法審査が，政府の越権行為

を阻止することよりは，トルコの国家エリート

が依って立つ国家原則を擁護することに腐心し

ているのかという疑問も湧く。ただし先の研究

は，注目された代表的な事例（政党解散命令，

法律のみならず憲法改正の違憲立法審査，議会内

対立が起きたときの国会議事運営規定の解釈など）

の分析にもとづいている 。

この疑問により体系的な分析で答えをみつけ

るためには，覇権維持を求める国家エリートが

誰であるのかを特定する必要がある。トルコの

文脈において，国家エリートは世俗一元的なト

ルコ国家の利益と価値を擁護する行政・法務官

僚，士官，および一部の政党・政治家であり，

社会経済的集団を代弁する政党・政治家からな

る政治エリートと区別される［Özbudun 1993a;

Heper 2002,140］。同時に，国家エリートはト

ルコの「中心・周辺」亀裂の中心を，政治エ

リートは周辺を，それぞれ代表している。この

ようにまず，憲法裁判所判事は国家エリートか

ら構成されている。次に，違憲審査請求者であ

る大統領，野党第１党，国会議員の５分の１は，

国家エリートと非国家エリートからなるが（政

治エリートと同じ意味だが，誤解を生む可能性が

あるため，非国家エリートとした），両者の区分

の鍵はトルコの政党の類型にある。

政党では，トルコにおける共和制樹立を主導

してきた共和人民党（Cumhuriyet Halk Par-

tisi：CHP，1923～1981年）が国家エリート政党

と呼ばれている［Özbudun 1993a］。またその流

れをくむ，社会民主主義人民党（Sosyal Demo-

kratik Halkçı Parti：SHP，1983～1995年），民

主左派党（Demokratik Sol Parti：DSP，1985年

～），および前述CHP（1923～1981年）と同名

ながら組織的継続性はないCHP（1992年～）

が（「中心・周辺」亀裂の）中心を代表すること

が 投 票 行 動 様 式 か ら 確 認 さ れ て い る

［Kalaycıoglu 1999;Esmer 2002;Çarkoglu and
 

Hinich 2006; Çarkoglu 2007; Çarkoglu and
 

Kalaycıoglu 2007］。これらのことからここでは，

SHP，DSP，および２つのCHPを国家エ

リート政党，他を非国家エリート政党と呼ぶこ

とにする。大統領については，1982～2007年

の４名の大統領（議会による間接選挙で選ばれ

る）のうち，２名が非政治家出身（1982～1989

年のケナン・エヴレン〔Kenan Evren〕前国軍参

謀総長，2000～2007年のアフメット・ネジデッ

ト・セゼル〔Ahmet Necdet Sezer〕前憲法裁判所

長官）であるためこれらを国家エリート，残り

２名が政治家しかも非国家エリート政党出身

（1989～1993年のトゥルグット・オザル〔Turgut
 

Özal〕祖国党前党首かつ前首相，1993～2000年の

スュレイマン・デミレル〔Suleyman Demirel〕正

道党前党首かつ前首相）であるため，これらを

非国家エリートと分類した（肩書きの「前」は，

いずれも大統領就任時）。

３．仮説

前述のように，トルコにおいては比較的独立

性の高い憲法裁判所が存在しており，現政権の

成立させた法律に対してかなりの頻度で違憲判

決を下してきた。それら判決の動機・目的のな

かには，国家エリートが非国家エリート与党の

政策を阻止するという政治的なもの（覇権維

持）もあるかもしれないが，現政権が行政府権

限を拡大するための立法を是正するという規範

的なもの（水平的説明責任維持）もあるかもし

れない。本稿はトルコにおける抽象的違憲立法
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審査において，国家エリートの覇権維持と水平

責任説明維持（行政府による立法，司法権侵害の

阻止）のどちらがより優位であるかを設問とし，

⑴覇権維持が優位（覇権維持＞水平的説明責任），

⑵水平的説明責任維持が優位（覇権維持＜水平

的説明責任）という２つの作業仮説（以下，仮

説と呼ぶ）を検証する。

２つの仮説のうちそれぞれが支持される条件

は表２の通りである。すなわち⑴「覇権維持優

位」仮説が成り立つためには，①審査請求者

（大統領ないし野党第１党）が非国家エリートよ

りも国家エリートの場合，②審査請求理由が水

平的説明責任よりも国家原則の場合，違憲判決

が下されやすいことである 。他方，⑵「水

平的説明責任維持優位」仮説が成り立つために

は ，①審査請求者（大統領ないし野党第１

党）が国家エリートか非国家エリートかは違憲

判決確率に影響を与えない一方で，②審査請求

理由が国家原則よりも水平的説明責任の場合に

違憲判決が下されやすいことである 。なお，

これらの仮説の前提は，審査頻度が特定の審査

請求者や審査請求理由に偏っていないことであ

る。もし特定の請求者や請求理由の頻度（すな

わち母数）が特に高いと，違憲判決確率は他の

請求者や請求理由と同じであっても，その請求

者や請求理由に対応する違憲判決数はそれだけ

大きくなるからである。そのためこの前提条件

をも確認する。

研究設計

本稿の研究設計では，司法独立性の分析方法

を改善する試みとして，混合効果モデル（後

述）を用いた。本節ではまず既存の独立性尺度

の問題点を指摘した上で，その代替となる尺度

を提示する。そして，データと分析単位，審査

請求者と審査請求理由のコード方法，推計モデ

ルを説明する。

１．独立性尺度の問題点への対応

司法府，特に憲法・最高裁判所の行動（司法

の独立性や司法積極主義）に関する既存の実証

研究のほとんどは，司法の独立性の尺度として

違憲判決比率を用いてきたが［Vanberg 2008,

102］，この尺度には以下のような２つの大きな

問題がある。第１に，この尺度は審査請求の妥

当性を考慮していない。勝訴の確率が低くても

メディアの注目を引くために違憲立法審査に訴

える傾向はイスラエル連立政権の平議員につい

て観察されている［Dotan and Hofnung 2005］。

他方，世論の注目ではなく違憲性の除去を目的

とする請求者は，違憲判決が濃厚な（違憲判決

確率の高い）法律にかぎって違憲審査請求をお

こすだろう。第２に，過去の研究の多くは違憲

表２ ２つの仮説――独立変数が違憲判決を引き出す効果――

独立変数
仮説

審査請求者 審査請求理由

覇権維持優位 国家エリート＞非国家エリート 国家原則＞水平的説明責任

水平的説明責任維持優位 国家エリート≒非国家エリート 国家原則＜水平的説明責任

（出所）筆者作成。

（注） 大統領と野党第１党について，別々に検証する。≒は，統計的に有意な差がないことを示す。
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判決の理由を充分に解明してこなかった。解明

の試みがあったとしても，違憲の理由を該当法

の性格に求めたにすぎない［Epstein,Knight
 

and Shvetsova 2001;Herron and Randazzo
 

2003］。しかし実際に憲法裁判所が判断の対象

とするのは，ひとつの法律のなかにあるさまざ

まな条文についての多様な違憲の訴えである。

本稿ではこれら２つの問題に以下のように対

応した。第１に，審査請求件数が審査請求者や

審査請求理由ごとに大きな違いがあるかどうか

を確認した。違憲判決確率が同じであっても，

審査請求件数（母数）に大きな違いがあれば，

違憲判決数にも違いが生じるからである。第２

に，裁判所の判決をより正確に分析するために，

審査請求された法律のなかのすべての違憲主張

箇所について，違憲主張の理由とそれに対する

判決を精査した。ただし，すべての違憲主張の

理由を体系的にコード化するのは至難の業であ

る。次善の策として本稿では以下で詳しく述べ

るように，違憲主張の理由で言及された憲法条

文を用いて審査請求理由を⑴国家原則，⑵個人

と集団の権利，⑶水平的説明責任の３つの区分

にコード化した。⑴の国家原則とは，世俗主義，

トルコ民族主義にもとづく一元的国民国家，法

治国家，社会国家（国民の社会権を保障するこ

と）という主要な原則を意味する。これは国家

と個人・集団を拘束する原則である。⑵の個

人・集団の基本的権利と義務は，国家と社会

（個人・集団）の関係を規定する。⑶の水平的説

明責任は，立法府，行政府，司法府の権限を定

めている。なおロシアの違憲立法審査の分析

［Epstein,Knight and Shvetsova 2001］ では

審査対象の法律の種類を，⑴連邦制，⑵個人の

権利，⑶三権分立（水平的説明責任に該当）に

分類していることからしても，本稿のコード方

法はある程度の一般性をもつと考えられる 。

２．データと分析単位

本稿は1984～2007年の時期を選んだ。これ

はトルコの２回目かつ直近の軍事政権

（1980～1983年）以降の時期にあたる。それ以

前の1962～1980年の時期は２つの理由により

含めなかった。第１に，本稿のおもな関心は，

近年高まりつつあるトルコの司法支配の議論で

ある。第２に，両時期では制度的特徴が多少異

なる。1980年以前は審査請求資格が広く与え

られていたため，審査件数もそれ以降に比べて

有意に多かった［Hazama 1996］。また，1982

年憲法に比べてより民主的だった1961年憲法

のもとでは，判決基準も異なるはずである。

なお，国会議事運営規定，法的効力をもつ政

令（kanun hukmunde kararname），違憲立法審

査請求手続き上の瑕疵から実質審査されなかっ

た法律は，分析対象外とした。また，法的効力

をもつ政令発布権限法（yetki kanunu）は水平

的説明責任が訴えの理由のほとんどを占めてい

る。そのため，この法律が違憲審査対象の法律

のかなりの割合を占めると，特定の法律の種類

により本稿の結論が影響を受けることになる。

しかし同権限法は，審査対象となった合計175

の法律のうち10の法律にすぎない。事前分析

では，同法を除外してもしなくても結果にほと

んど違いはなかった。

分析単位は２つある。第１の分析単位は，違

憲主張である。これは，審査請求において審査

請求者が，該当法律のどの部分が何の理由で違

憲なのかを述べた部分である。同じ箇所に複数

の違憲理由があれば，それぞれを別々に記録し
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た。たとえば，審査請求書のなかで，「法律○

○号の第４条の第２項の○○○○という条文が

憲法第２条，第71条，第72条に反する」とい

う表現があれば，３つの別々の違憲主張をデー

タベースに記録した。なお，違憲主張の数

（m）は審査請求ごとに異なるが，すべての審

査請求（n）についての総和（mn＝N）は

3153である。第２の分析単位は審査請求（n＝

175）で，個別の法律に対応している 。前

者の違憲主張という単位では審査請求理由（第

１水準の独立変数）と審査結果（従属変数）を，

後者の審査請求という単位では審査請求者（第

２水準の独立変数）を，それぞれ測定する（第

１水準と第２水準については，後述本節第５項参

照）。

３．審査請求者のコード方法

審査請求者は，国家エリート大統領，非国家

エリート大統領，国家エリート第１野党，非国

家エリート第１野党，国会議員５分の１である。

ここで大統領と第１野党を区別したのは，大統

領は政党や国会議員に比べて違憲立法審査請求

の頻度が低くなりがちだからである。その理由

は３つある。第１に，大統領にとって，違憲立

法審査請求は利益よりも損失のほうが大きい。

大統領は間接選挙で任期は７年，再選不可であ

るため，違憲判決を引き出すことにより人気を

高める必要性は薄い。憲法により政治的中立性

も求められており，党籍離脱義務もある。損失

としては，合憲判決が出れば大統領は自らの憲

法解釈を否定され，その権威に多少なりとも傷

がつく可能性がある。より確実な損失は，審査

請求が行政府内部の対立を露呈することである。

これに対して，第１野党および国会議員の５分

の１は，違憲審査を勝ち取れれば人気を高める

ことができる。また敗訴しても該当の争点ある

いは法律について世論の注目を引くことができ

るという利益がある。政府に異議申し立てを行

うことが期待されている野党，野党議員にとっ

て，違憲審査請求での棄却判決ははずかしい結

果ではない。

第２に，前述のとおり，立法過程での拒否点

が多くなると，違憲立法審査請求が少なくなる。

この関係も大統領と政党・議員の審査請求頻度

の違いを生む要因のひとつになっている。大統

領は立法過程において，違憲立法審査に加えて

もうひとつの拒否点をもっている。大統領は，

議会で成立した法律を公布する前に拒否する権

限をもつ。すなわち大統領は違憲立法審査を請

求する前に政府法案成立を阻止する機会がある。

これに対し，野党およびその議員にとって，違

憲立法審査は立法過程における唯一の拒否点で

ある。議会が一院制で上院がないため，多数派

与党は常に議会と行政府を支配できるためであ

る。

第３に，大統領のなかでも時の政権とイデオ

ロギーを共有する大統領は，そうでない大統領

に比べて内閣の成立させた法律に異議を唱える

可能性が低い。1984～2007年における２名の

非国家エリート大統領のうち，オザルは

1989～1991年，デミレルは1993～1995年の間，

自分の出身政党が単独ないし連立第１与党だっ

たため（それぞれ，祖国党〔Anavatan Partisi：

ANAP〕と正道党〔Dogru Yol Partisi：DYP〕），

時の内閣と協調関係にあった。それ以外の時期

には，大統領と内閣の間に少なくとも協調的な

関係はみられなかった。

これらの議論から，審査請求者を⑴国家エ
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リート（そして内閣と協調関係にはなかった）大

統領，⑵非国家エリート（そして一部の内閣と

は協調的だった）大統領，⑶国家エリート政党，

⑷非国家エリート政党，⑸国会議員の５分の１，

という５つに分類することにした。この区分は，

以下の３つの前提に依拠している。第１に，大

統領は一般的に，違憲判決の数の多さよりも確

率の高さを重視する。第２に，第１野党は，違

憲判決の確率の高さよりも数の多さを重視する。

第３に，国会議員の５分の１とは，必要な人数

を集める理由から，国家エリート政党と非国家

エリート政党の両方を通常含んでいる。第１と

第２の前提は事実確認できないが，第３の前提

は判決録から事実確認することができた。

４．審査請求理由のコード方法

審査請求理由は，1982年憲法に沿って下記

の方法により⑴国家原則，⑵個人と集団の権利，

⑶水平的説明責任の３つに分類した。第１に，

国家原則は，トルコ国家の基本的特質と価値を

意味する。そのため，憲法前文，第１部：基本

原則のうち，国家の形態（憲法第１条），共和国

の特質（第２条），国家の一体性，公用語，国

旗，国家，首都（第３条），改憲禁止条項（第４

条），国家の基本的目的と義務（第５条），主権

（第６条），憲法の至上性と拘束性（第11条），

および第７部：最終条文のうち革命法の保持

（第174条）からなる。これらの条項は，世俗

主義，トルコ民族主義にもとづく一元的国民国

家，法治国家，社会国家（国民の社会権を保障

すること）という基本原則がトルコの国家と個

人・集団を拘束することを定めている。ただし，

前述のように，これら国家原則は明確な定義が

示されておらず，結果として憲法裁判所に解釈

上のかなりの裁量を与えることになっている

［Özbudun 2007,264-265］。

第２に，個人・集団の権利は，第１部：基本

原則のなかの法のもとの平等（第10条），およ

び第２部：基本的権利と義務のなかのすべての

条項（第12条～第74条）である。これらの条

項は個人の基本的権利と義務，社会経済的権利

と義務，そして政治的権利と義務からなる。こ

れらの条項は，国家と社会の関係を規定してい

る。

第３に，水平的説明責任は，２つの下位分類

（国家機関の権限，および財政・経済規則）からな

る。国家機関の権限は，第１部：基本原則のう

ち，立法権限（第７条），行政権限と機能（第８

条），司法権限（第９条），および第３部：共和

国の基本組織（第75条～第160条）からなる。

財政・経済規則は，第４部：財政・経済規則

（第161条～第173条）であり，国家財政運営お

よび経済政策上の規則を定めているため，特に

行政府が遵守すべき規定に該当する。これらの

条項は，国家の主要な機関の権限の配分を定め

ている。

水平的説明責任に関する上記の憲法規定は，

立法，司法，行政府の権限を単に列挙している

のではなく，行政府の強大化を防ぐ仕組みに

なっている。すなわち，行政府についての規定

は行政権限の限界を示す表現になっている 。

特に，第８条は，行政府のどのような決定も，

既存の法律に依拠しなければならない原則を定

めており，行政府に関する条項のなかでも第

123条，第126条，第127条，第128条などが

この原則を前提としている［Özbudun 1993b,

154-155］。これに対し，立法府については立法

権限移譲不可の原則，司法府については司法独
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立性の原則を明示し，これらの権限を守る表現

がとられている。

５．推計モデル

審査請求頻度については，平均と比率の差の

検定を実施する。分析単位は違憲立法審査請求

（以下，審査請求と称す）である。方法は単純で

あるため，その説明は次節での結果説明に含め

る。違憲判決確率については，２水準混合効果

ロジスティック回帰モデル（two-level mixed
 

effects logistic regression model）でまとめて検

証する。これは，ロジスティック回帰モデルと

混合効果モデル（以下で説明する）を組み合わ

せたものである。

従属変数は違憲主張ごとの憲法裁判所の判決

で，審査請求資格者の主張を認めて法律の該当

箇所を違憲と判断すれば１，認めず合憲と判断

すれば０となる二項変数である。そのために，

連続変数ではなく二項変数を従属変数とするロ

ジスティック回帰モデルを基本とする。

独立変数は，集約水準が異なる２種類のダ

ミー変数群である。まず違憲主張ごとに値を割

り振ったのが，審査請求理由の３つのダミー変

数（国家原則，個人・集団の権利，財政・経済規

則で，国家機関の権限を対比基準とする），次に

審査請求ごとに値を割り振ったのが，審査請求

者の４つのダミー変数（国家エリート大統領，

非国家エリート大統領，国家エリート第１野党，

国会議員の５分の１で，非国家エリート第１野党

を対比基準とする）である。このように異なる

集約水準の独立変数を扱う場合，混合効果モデ

ルが必要になる。最大の理由は，通常の線形回

帰モデルだと，第２水準の独立変数（本稿の場

合，審査請求者のダミー変数）が第１水準で変動

すると前提していることである。本稿で用いる

最終的な推計モデル（後述モデル４）は以下の

とおりである。

ln D /1－D ＝α＋β S ＋β R

＋β PS ＋β PN ＋β OS ＋β MP ＋υ

ここで，i＝1，...，m の第１水準は違憲主

張で，j＝1，...，n の第２水準の審査請求のな

かに入れ子になっている。なお，違憲主張の数

（m）は審査請求ごとに異なるので，ここでは

モデルの説明上用いたにすぎない。D は憲法

裁判所が違憲主張を認める確率（b という条件

下で憲法裁判所が違憲主張を認めた場合にY

が１，認めなかった場合にYが０の値を取る

とすると，ProbY＝1b ＝D）である。S ，

R は国家原則と個人・集団の権利で，水平的

説明責任（H ）を対比基準とする。PS ，PN ，

OS ，MP はそれぞれ，国家エリート大統領，

非国家エリート大統領，国家エリート第１野党，

国会議員の５分の１で，非国家エリート第１野

党（ON ）を対比基準とする。αは定数項，β

は k 個の回帰係数，υは第２水準での誤差項

である。υはさらにβ S ＋β R に分解され

る。第１水準の独立変数の効果が審査請求ごと

に異なることを想定しているためである。なお，

二項分布に従う変数の分散は平均により決まる

ため，第１水準での誤差項は設定しない

［Luke 2004,55-57］。

違憲判決確率の規定要因

本節は，審査請求者や審査請求理由の種類が

憲法裁判所の判決結果に影響を及ぼすかを検証
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する。その前にまず，審査請求における審査請

求者や審査請求理由の頻度分布に大きな偏りが

ないかを確認する。次に，憲法裁判所の違憲判

決確率についての検証結果を提示する。検証の

結果，第１に，審査請求者では，第１野党が国

家エリートか否かは違憲判決確率に影響を与え

ていないこと，第２に，審査請求理由としては

水平的説明責任が国家原則よりも高い確率で違

憲判決を引き出していることが，水平的説明責

任維持優位仮説を支持していた。他方，憲法裁

判所は国家エリート大統領の訴えを非国家エ

リート大統領よりも高い確率で認めていた。し

かし，そもそも大統領による審査請求が少ない

ためにその影響は限定的であるのに加え，国家

エリート大統領が請求した審査での違憲判決理

由で世俗一元国家に関するものはきわめて少な

く，その大半は水平的説明責任に関わるもの

だった。

１．審査請求者と審査請求理由の種類別頻度

まず申請者別の請求頻度を概観する。表３は，

請求者別請求件数，単独・連立政権の別，大統

領と政権与党とのイデオロギー的距離を年別に

示している。第１に，時系列的分布では，請求

者別請求件数は大きな偏りがないことから，審

査請求の対象となりうる法律はほぼ同質である

と考えられる。また，単独（非世俗）・連立（非

世俗・世俗混合）政権の別 ，大統領と政権与

党とのイデオロギー的距離も，偏りは小さい。

ただし，変数間関係でみると，大統領と政権与

党とのイデオロギー的距離が，国家エリート大

統領のほとんどの時期において大きいことは，

国家エリート大統領の審査請求を増やす効果を

もつと考えられる。

第２に，大統領の請求頻度は他の審査請求者

よりも小さい。大統領は年間平均1.0件の審査

を請求したのに対し，野党第１党は同3.8件，

国会議員５分の１は同2.4件の審査を請求して

いる。この差異の理由は，第 節第３項で詳説

したとおりである。また大統領による審査請求

総数は25件と，全体の14.3パーセントしか占

めていないのに対し，第１野党の審査請求総数

は92件と全体の52.6パーセントと過半数を占

める。このように，大統領による審査請求は，

頻度および総数からすると違憲立法審査に与え

る影響は限定的である。

第３に，年平均審査請求回数を国家エリート

と非国家エリートの区分でみると，国家エリー

ト大統領は非国家エリート大統領よりも頻繁に

違憲立法審査を請求している。前者が年平均

1.4回，後者が年平均0.6回で両者の差は（一

般的に社会科学ではもっとも緩い水準である）10

パーセント水準で統計的に有意だった（t＝

2.00，p＝0.059) 。この結果からすると，

国家エリート大統領は非国家エリート大統領よ

りも現政権に異議を唱える傾向が強かったとい

える。他方，国家エリート第１野党が4.0回，

非国家エリート第１野党が3.6回で，両者の間

に統計的に有意な差はなかった（t＝0.24，

p＝0.812）。国家エリート第１野党が単独政権

を，非国家エリート第１野党が連立政権を相手

にしていた（単独政権は連立政権よりも拒否点が

少ないとともに与党が野党を圧倒しており強行採

決が起きやすいために違憲審査請求件数は多くな

るはず）ことは，上記の結果によりいっそうの

信憑性を与えている。

すなわち，請求頻度は，大統領において国家

エリートが非国家エリートを上回っているが，
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表３ 請求者の年別分布

請求件数
年 単独政権

大統領と与
党の距離PS  PN  OS  ON  MP 全請求者

1984 0 － 5 － 1 6 1 2
1985 1 － 1 － 9 11 1 2
1986 2 － 3 － 2 7 1 2
1987 1 － 10 － 0 11 1 2
1988 1 － 5 － 0 6 1 2
1989 1 － 6 － 0 7 1 2
1990 － 0 8 － 0 8 1 0
1991 － 0 4 － 0 4 1 0
1992 － 2 － 2 0 4 0 1
1993 － 0 － 1 0 1 0 1
1994 － 0 － 2 5 7 0 0
1995 － 1 － 6 3 10 0 0
1996 － 2 － 2 9 13 0 1
1997 － 1 － 1 2 4 0 1
1998 － 0 － 0 1 1 0 1
1999 － 0 － 4 2 6 0 1
2000 0 － － 8 0 8 0 1
2001 2 － － 13 0 15 0 1
2002 1 － － 1 2 4 0 1
2003 2 － 8 － 3 13 1 2
2004 1 － 1 － 8 10 1 2
2005 4 － 1 － 7 12 1 2
2006 2 － 0 － 2 4 1 2
2007 1 － 0 － 2 3 1 2

19 6 52 40 58 175
通年合計

25 92 58 175

1.4 0.6 4.0 3.6 2.4 7.3
年平均

1.0 3.8 2.4 7.3

（出所）憲法裁判所判決録より筆者作成。

（注）数値がないのは，在任していなかったか，請求資格がなかったことを示す。

PS：国家エリート大統領。1982～1989年のケナン・エヴレン（Kenan Evren）前軍参謀総長，2000～2007年
のアフメット・ネジデット・セゼル（Ahmet Necdet Sezer）前憲法裁判所長官。

PN：非国家エリート大統領。1989～1993年のトゥルグット・オザル（Turgut Özal）前祖国党党首かつ前首
相，1993～2000年のスュレイマン・デミレル（Suleyman Demirel）正道党前党首かつ前首相。

OS：国家エリート第１野党。人民党（Halkçı Parti：HP），社会民主人民党（Sosyal Demokratik Halkçı
 

Parti：SHP），共和人民党（Cumhuriyet Halk Partisi：CHP），民主左派党（Demokratik Sol Parti：

DSP）。

ON：非国家エリート第１野党。祖国党（Anavatan Partisi：ANAP），正道党（Dogru Yol Partisi：DYP），
民族主義行動党（Milliyetçi Hareket Partisi：MHP），福祉党（Refah Partisi：RP），美徳党（Fazilet Par-
tisi：FP），公正発展党（Adalet ve Kalkınma Partisi：AKP）。

MP：国会議員５分の１。
１）単独政権は１，連立政権は０。なお，単独政権はすべて非国家エリート政権，連立政権は非国家エリート

政党と国家エリート政党による。

２）両者のイデオロギー的距離。大統領が国家エリートで政権が（非国家エリート）単独与党の場合は２（＝

大きい），政権が（非国家エリート・国家エリートの混合）連立政権の場合，大統領が国家エリートか非国

家エリートかにかかわらず１（＝小さい），非国家エリート大統領の出身政党と（第１）与党が一致してい

る場合０（＝ない）とした。これ以外の組み合わせはなかった。なお，大統領と政権の任期は年の途中に開

始，終了するが，当該年の大統領による請求件数のより多くに対応する両者のイデオロギー的距離を示した。

３）在任期間（＝請求資格がある時期）の年間平均。
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より頻繁な請求者である野党第１党では国家エ

リートと非国家エリートの間に有意な差はない。

このため総じていえば請求者別の請求頻度に大

きな偏りは認められない。

次に，審査請求理由別頻度を表４に掲げた。

上述の通り，審査請求理由は違憲主張ごとに特

定されているため各審査請求につき複数個存在

する。その結果，総数は3153になる。同表に

よると，審査請求理由のなかで国家原則は３割

弱（27.1パーセント）なのに対し，水平的説明

責任は半数に近い（48.6パーセント）。このこ

とは，違憲判決確率において国家原則と水平的

説明責任の間で有意な差がなくても，憲法裁判

所が認めた違憲主張の約半分は水平的説明責任

に依拠していることになる。これは，国家原則

の違憲確率が仮に水平的説明責任の違憲確率よ

りも高かったとしても，覇権維持優位仮説を支

持するための前提条件が備わっていないことを

意味する。逆に，国家原則の違憲確率が仮に水

平的説明責任の違憲確率よりも低い場合に水平

的説明責任維持優位仮説を支持するための前提

条件は満たされていることになる。

２．憲法裁判所の判断

本稿の設問は，憲法裁判所が⑴国家エリート

の大統領ないし第１野党の訴えを非国家エリー

トの大統領ないし第１野党の訴えより，また⑵

国家原則を水平的説明責任より，それぞれ優先

する判決を下しているかであった。この設問に

ついての分析結果が表５である。モデル１と２

は，大統領について，モデル３と４は野党第１

党について，国家エリートと非国家エリートを

対比させ，下位標本と全体標本を用いて分析し

たものである。結果の説明の前に，この表の読

み方を説明する。同表に示された２水準混合ロ

ジスティック回帰分析結果では各独立変数の従

属変数への効果を，オッズ比として示してある。

オッズ比とは，各独立変数の単位がひとつ変化

すると，従属変数（違憲判決）の確率が（変化

する前に比べて）何倍になるかを示したもので

ある。しかも各独立変数はすべて（値を０か１

とする）ダミー変数なので，オッズ比が１より

大きいと対比基準（ダミー変数で０の値を与えら

れたカテゴリー）と比べて違憲判決を引き出す

確率がより大きいこと，１より小さければその

確率がより小さいことを意味する。同表の場合，

たとえばモデル２では，請求者が国家エリート

大統領の場合，違憲判決を得る確率は，非国家

エリート大統領（対比基準）の場合の20.297

倍で，この倍率は１パーセント水準で統計的に

有意である。また，審査請求理由が国家原則の

場合，水平的説明責任（対比基準）の場合の

0.354倍で，この倍率は１パーセント水準で統

計的に有意である。

このようにして２水準混合ロジスティック回

帰分析結果を解釈してみよう。まず審査請求者

についてみると，モデル１と２は，大統領が非

国家エリートよりも国家エリートの場合に違憲

判決確率が高いことを示している。モデル３と

４では第１野党が国家エリートか非国家エリー

表４ 審査請求理由（N＝3153）の内訳

n ％

国家原則 854 27.1
個人・集団の権利 768 24.4
水平的説明責任 1,531 48.6

合計 3,153 100.0

（出所）筆者作成。

（注） 内訳は，国家機関の権限1248（39.6パーセン

ト）と財政・経済規則283（9.0パーセント）。
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表５ 違憲判決の規定要因

対比 大統領 第１野党

標本
モデル番号

下位標本
１

全標本
２

下位標本
３

全標本
４

固定効果
審査請求者

PS（国家エリート大統領） 20.665 20.297 22.623

1.63  3.42  3.52
 

PN（非国家エリート大統領） 1.318

0.20
 

OS（国家エリート第１野党） 0.343 1.100 1.109

-0.64  0.17  0.17
 

ON（非国家エリート第１野党） 0.309

-0.76
 

MP（国会議員５分の１） 3.904 3.507 1.336

0.87  0.91  0.47

請求理由

S（国家原則） 0.534 0.354 0.458 0.353

-1.57 -4.47 -3.52 -4.49
 

R（個人・集団の権利） 0.366 0.348 0.349 0.344

-1.16 -4.36 -4.46 -4.41

ランダム効果推定
第２水準：審査請求
標準偏差（国家原則） 0.001 1.276 0.001 1.274
標準偏差（個人・集団の権利） 1.655 0.877 0.001 0.875
標準偏差（定数項） 3.135 2.580 2.312 2.589

審査請求数（n） 25 175 97 175
観察数（N） 405 3,153 1,796 3,153

Wald chi2 5.37 43.58 23.22 43.10

Prob＞ chi2 0.146 0.001 0.001 0.001

（出所）憲法裁判所判決録より筆者作成。

（注）数値は２水準混合効果ロジスティック回帰分析結果。固定効果の推計係数はオッズ比として示した。斜体の数

値はZ値。ランダム効果推定は，第１水準（審査請求理由の単位，m）の変数と定数項が第２水準（審査請
求の単位，n）で有意に変動するか（別の言い方をすれば，審査請求ごとに異なる係数と切片を設定するのが

相応しいか）を示したものである。

１）固定効果推計値が10パーセント水準で有意であることを示す。

２）固定効果推計値が１パーセント水準で有意であることを示す。p 値が１パーセント以上10パーセント未

満の推計値はなかった。

３）ランダム効果推計値が95パーセントの信頼区間にあることを，それ以外は同信頼区間外にあることを示

す。

４）第２水準変数。対比基準は，モデル１と２では非国家エリート大統領，モデル３と４では非国家エリート

第１野党。グループ数（n）は175。

５）第１水準変数。対比基準は，すべてのモデル（１～４）で水平的説明責任。観察数（mn＝N）は3153。

なお審査請求理由の数（m）は審査請求ごとに異なるので，ここではモデルの説明上用いたにすぎない。
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トであるかは違憲判決確率で有意な影響を与え

ないことを示している。次に，審査請求理由に

ついてみると，国家原則（や個人・集団の権利）

よりも，水平的説明責任（請求理由の対比基準）

が違憲判決につながりやすい 。モデル２か

ら４までで，国家原則が違憲判決を引き出す確

率は，水平的説明責任の場合の４割前後である。

モデル１ではおそらく審査請求数が少ないため

に（n＝25）有意水準に達していないが，Z値

の符号は負で，他のモデルの結果と整合的であ

る。

上記の結果は，違憲立法審査の大半の事例に

おいて水平的説明責任維持仮説が妥当すること

を示している。審査請求者については第１野党

が国家エリート政党であるか否かが違憲判決が

下される確率に影響を与えないこと，および審

査請求理由については水平的説明責任違反が裁

判所に認められやすいことが理由である。他方，

国家エリート大統領の訴えが非国家エリート大

統領の訴えよりも認められやすい点は覇権維持

仮説と整合的だが，前述のようにそもそも大統

領の請求による違憲立法審査は総審査数の

14.3パーセントにとどまっているため，全審

査への影響は限定的である。

ただし数は少なくても国家エリート大統領の

請求による違憲立法審査の結果，覇権維持的判

決が頻繁に下されているかを確認する必要があ

る。国家エリート大統領の請求により違憲判決

が引き出されたすべての判決での違憲理由を示

したのが表６である。これによると，世俗主義

または一元的国民国家の原則に反するとの判決

が下されたのは，大学でのスカーフ着用を許す

法律（審査請求番号1989/1），地方政府の権限拡

大を狙った法律（審査請求番号2005/32）などに

かぎられ，大半は行政府の越権行為の阻止と手

続上瑕疵の是正を目的としている。確かに国家

公務員の権利擁護の事例もみられるが，それら

は覇権の維持というよりは正当な権利の喪失阻

止との形容がよりふさわしい。すなわち国家エ

リート大統領の請求に対する違憲判決でも，そ

のほとんどが水平的説明責任を理由にしている

ことがわかる。

また，水平的説明責任違反を理由にした違憲

判決が実際に行政府の越権行為の是正を目的と

していることは，表７に示されている。同表は，

違憲判決が下された法律のうち，憲法裁判所が

認めた審査請求理由がすべて水平的説明責任に

依拠するものである 。この表に掲げたほと

んどの違憲判決で，行政権限の違憲的拡大（立

法権移譲），時限法である予算法に通則法規定

を紛れ込ませたこと（隠された立法），または過

去に違憲判決を受けた法律の焼き直し（違憲判

決無視）などの，議会多数派与党による立法権

や司法権の侵害が判決理由になっている。この

ように，憲法裁判所は行政府の越権行為を厳し

く戒める一方，国家エリートの利益と価値観を

代表する世俗主義と一元的国民国家の原則を理

由に違憲判決を下すことはむしろまれである。

お わ り に

新興民主主義の定着の大きな障害のひとつは，

水平的説明責任の欠如，特に行政府による三権

分立侵害といわれてきた。水平的説明責任を遵

守させるために重要な制度は違憲立法審査であ

る。しかし近年，「中心・周辺」亀裂の深い社

会において違憲立法審査が「中心」エリートの

覇権維持を最優先しているとの議論が台頭して
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表６ 国家エリート大統領による審査請求での違憲判決

請求番号 違憲理由

1985／ 3 高級官僚の任官・教育方法を（憲法が求めているように）法律で定めずに関連官庁に委ねた
ことは，立法権の行政府への移譲にあたる。

1986／ 22 国家公務員共済が，国会議員と非議員閣僚に，他の組合員にはない権利と特権を与えたこと
は公正を欠く。

1987／ 3 有料のテレビ選挙宣伝は，各政党の資金力に差があることから，政党が国家サービスを平等
に享受する権利を損ねる。

1988／ 11 国家公務員共済が，国会議員と非議員閣僚に，他の組合員にはない権利と特権を与えたこと
は公正を欠く。

1989／ 1 顕著な装束は異なる信仰あるいは有無を理由にした差異を生じさせ，信仰の自由における国
家の中立性が損なわれる。

2001／309 判事・検察官が退官後２年間弁護士業務を禁じられる地域を，「退官時の管轄域」から「退
官時から遡る５年間の裁判管区」としたことは，基本的人権および労働の自由を不当に制限
した。

2001／382 森林地域の認定を外された土地の売却を可能にしたことは森林保護の憲法規定に反する。
2002／ 99 該当法は恩赦法にあたるにもかかわらず，国会での採決結果は，恩赦に必要な３／５多数を

欠いていた。
2003／ 33 法律で定められた上下限内での税率変更権限が，（憲法で認められている）内閣ではなく財

務省に付与された。
2003／100 松と栗の木の樹生地を森林の対象から外し，伐採を可能にしたことは，森林保護の憲法規定

に反する。
2004／107 任意団体が政党へ物質支援することを認めたことは憲法規定に反する。会員が100未満の任

意団体に対して有給・無給の職員雇用を禁止するための憲法上の根拠はない。
2005／ 32 地方分権により，憲法が定めた中央行政の（地方行政への）庇護権を弱めた。
2005／ 42 警官教育センターに関する原則ならびに規定が内務省省令により定められるとしたことは，

立法権の行政府への移譲にあたる。
2005／139 公務員の性格をもつ職員に関する規定を法律で定めずに銀行管理監督局に委ねたことは，立

法権の行政権への移譲にあたる。
2005／143 公務員の権利と責任は法律で定めるべきところ，すべての決定権限が内閣に与えられた。ま

た高級官僚は大統領と内閣の共同任命という憲法規定にも違反。
2006／ 51 新設大学の初代学長候補選定権限が，（憲法が定めたとおりに）高等教育委員会に与えられ

なかった。
2006／111 年金支給額の算定設計で，公務員が民間部門に比べて不利である。また実質経済成長の分配

が想定されていないことや最低支給水準が規定されていないことは，社会国家の原則に反す
る。

2007／ 5 新設大学の初代学長候補選定で，（憲法が権限を与えた）高等教育委員会の権限行使を難し
くした。

（出所）憲法裁判所判決録より筆者作成。

（注）国家エリート大統領が審査を求めた法律の該当箇所のすべてまたは一部に対して違憲判決が下されたもの。請

求番号1985／3～1989／1はエヴレン大統領，それ以降はセゼル大統領による請求。
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表７ 水平的説明責任を理由とする違憲判決

違憲理由
請求番号 請求者

区分 種類 要旨

1985／ 3 PS  SI 立法権移譲 高級官僚の任免と教育の方法を関連省庁に決めさせる
ことは立法権の行政府への移譲にあたる。

1985／ 20 MP  SI 立法権移譲 技術事務所の業務の決定方法が不明瞭であることは，
省令は法律に反してはならないとする規定に反する。

1985／ 24 MP  FE 監視欠如 予算外基金への議会監視が欠如している。
1986／ 5 MP  FE 立法権移譲 予算法は歳出増加権限を行政府に与えてはならない。

毎年の歳出を要する国家サービスは予算法で定めねば
ならない。公認会計評議会に関する規定は閣議決定で
なく法律で定めねばならない。

1987／ 12 OS  FE 監視欠如 国営企業と予算外基金への議会監視が欠如している。
1987／ 18 OS  SI 立法権移譲 立法権の行政府への移譲にあたる。行政の一体性，地

方自治原則，および行政的庇護権限が損なわれている。
1989／ 9 OS  SI 中立性低下 憲法で独立性が保障されている放送委員会の政策権限

の一部が中央政府の郵便通信局に移譲された。
1990／ 2 OS  SI 立法権移譲 大学の名前をもつ組織は，行政決定ではなく法律によ

り設置されなければならない。
1990／ 6 OS  FE 隠された立法 該当法の規定は予算と無関係であり，通則法に明記さ

れるべき。
1990／ 19 OS  SI 司法権限侵害 憲法により定められた国家評議会（行政裁判所）の権

限が制限を受けた。
1991／ 8 OS  FE 隠された立法 該当法の規定は予算と無関係であり，通則法に明記さ

れるべき。
1994／ 68 ON  SI 立法権移譲 法的効力をもつ政令の目的，対象，原則が曖昧で，立

法権の行政府への移譲。
1994／ 70 MP  SI 立法権移譲 運輸省への立法権移譲。
1995／ 2 ON  FE 隠された立法 該当法の規定は予算と無関係であり，通則法に明記さ

れるべき。
1995／ 38 OS  SI 立法権移譲 行政府への立法権限移譲。以前に違憲判決を受けた法

律と同じ内容。
1995／ 56 PN  SI 違憲判決無視 以前に違憲判決を受けた法律と同じ内容。
1996／ 23 MP  FE 違憲判決無視 以前に違憲判決を受けた法律と同じ内容。
1996／ 57 OS  SI 司法権限侵害 憲法により定められた国家評議会の権限が制限を受け

た。
1996／ 61 PN  SI 立法権移譲 法的効力をもつ政令の目的，対象，原則が曖昧で，立

法権の行政府への移譲。以前に違憲判決を受けた法律
と同じ内容。

1996／ 63 OS  SI 違憲判決無視 以前に違憲判決を受けた法律と同じ内容。
1998／ 37 OS  SI 中立性低下 罰金の25パーセントが司法強化基金に移転されるこ

とは，司法判断への疑念を生む。
1999／ 29 ON  FE 隠された立法 該当法の規定は予算と無関係であり，通則法に明記さ

れるべき。
1999／ 30 ON  FE 隠された立法 該当法の規定は予算と無関係であり，通則法に明記さ

れるべき。
2001／144 ON  FE 隠された立法 該当法の規定は予算と無関係であり，通則法に明記さ

れるべき。
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違憲理由
請求番号 請求者

区分 種類 要旨

2001／382 PS  FE 森林伐採 森林地域の認定を外された土地の売却を可能にしたこ
とは森林保護の憲法規定に反する。

2001／385 ON  FE 立法権移譲 予算法は歳出増加権限を行政府に与えてはならない。
2002／ 32 OS  SI 立法権移譲 公務員に関する規則は省令でなく法律で定められねば

ならない。
2002／ 99 PS  SI 手続的瑕疵 法案採決での賛成票は，恩赦に必要な３／５多数を欠

いていた。
2003／ 41 OS  FE 隠された立法 該当法の規定は予算と無関係であり，通則法に明記さ

れるべき。
2003／ 86 OS  SI 手続的瑕疵 議会承認を必要としないが経済的または個人の権利に

かかわる国際条約は官報で公布されなければならない。
2003／ 87 MP  SI 立法権移譲 民営化局の権限は最高民営化委員会でなく法律により

定めなければならない。
2003／100 PS  FE 森林伐採 松と栗の木の樹生地を森林の対象から外し，伐採を可

能にしたことは，森林保護の憲法規定に反する。
2004／ 84 MP  SI 立法権移譲 省監査職員に関する規定が法律でなく省令で決められ

ることは立法権の行政府への移譲にあたる。
2004／102 MP  SI 立法権移譲 該当法は，機関予算の項目間流用の無制限の権限を財

務省に与えた。
2004／118 MP  SI 手続的瑕疵 法案内容が修正されたにもかかわらず，議事進行規定

が求める再議決なしに法案が成立した。
2005／ 6 OS  FE 隠された立法 該当法の規定は予算と無関係であり，通則法に明記さ

れるべき。
2005／ 42 PS  SI 立法権移譲 警察官教育センターの原則と規則を定めた省令を発布

する権限を内務省に与えたことは，立法権の行政府へ
の移譲にあたる。

2005／143 PS  SI 立法権移譲 公務員の権利と責任は法律で定めるべきところ，すべ
ての決定権限が内閣に与えられた。高級官僚は大統領
との共同任命という規定にも違反。

2006／ 22 MP  FE 隠された立法 該当法の規定は予算と無関係であり，通則法に明記さ
れるべき。

2006／ 51 PS  SI 評議機関権限侵害 新設大学の初代学長候補選定権限が高等教育委員会に
与えられなかった。

2007／ 5 PS  SI 評議機関権限侵害 新設大学の初代学長候補選定での高等教育委員会の権
限行使を困難にしている。

2007／ 17 MP  FE 隠された立法 該当法の規定は予算と無関係であり，通則法に明記さ
れるべき。

（出所）憲法裁判所判決録より筆者作成。

（注）違憲判決が下された法律のうち，憲法裁判所が認めた審査請求理由がすべて国家機関の権限に依拠するもの。

１）表３参照。

２）SI：国家機関の権限。FE：財政・経済規定。

47

覇権維持か越権是正か



いる。もしこの議論が新興民主主義国にも妥当

するならば，違憲立法審査は民主主義の定着に

貢献しないことになる。本稿は，「中心・周辺」

亀裂が顕著であるとともに過去半世紀にわたり

違憲立法審査が制度化されてきたトルコにおい

て，エリート覇権維持と水平的説明責任維持の

どちらがより重視されてきたのかを問いかけた。

そして1984～2007年の憲法裁判所判決録を

コード化したデータを用いた統計分析により，

審査請求者と請求理由の種類が違憲判決確率に

与える影響を検証した。

その結果，⑴（もっとも頻繁な審査請求者であ

る）第１野党が国家エリート政党か否かは違憲

確率に影響を与えないこと，⑵請求理由が（中

心エリートの利益と価値を代表する）世俗主義・

一元的民族国家という国家原則ではなく，水平

的説明責任の場合に違憲判決が下りやすいこと

がわかった。このように，トルコにおける違憲

立法審査制度は，中心エリートの覇権維持とい

うよりは水平的説明責任を維持するという側面

が強い。ところで大統領のみについていえば，

非国家エリート出身大統領よりも中心出身大統

領のほうが違憲判決を引き出しやすかった。し

かし，大統領からの審査請求はそもそも少ない

上，そのなかで国家原則に関する違憲判決はさ

らに少ない。このため，中心出身大統領の審査

請求がすべての違憲判決に与える影響は限定的

である。以上をまとめると，トルコにおいては

違憲立法審査が多くの場合，日常的な行政府の

三権分立侵害（すなわち水平的説明責任欠如）を

是正する役割を果たしているが，まれに，国家

原則に抵触する法律が成立した場合，国家エ

リート出身大統領がこれを阻止しようとすると

いうのがトルコの現実ではないか。

もちろんこの結果をもってして，司法制度を

用いた国家エリート支配がトルコで続いている

との主張を覆したことにはならない。具体的違

憲立法審査，行政訴訟，政党解散訴訟などを包

括的に分析しなければ覇権維持仮説の体系的検

証にならない。また，国家エリート大統領が特

に重要な少数の法律の成立を阻んでいる可能性

も否定できない。しかしながら，覇権維持機能

の中核と考えられているとともに，現政権の政

策の合憲性が政権外の政治主体から直接問われ

る抽象的違憲立法審査において，覇権維持より

は水平的説明責任維持（自己拘束的機能）の側

面がより強いとの知見は，今後の追加的そして

より体系的な検証の必要性を示唆している。ま

た，新興民主主義体制において，違憲立法審査

が自己拘束的機能を果たしうる可能性を裏づけ

たことにもなる。

(注１)民主化の第３の波では，多くの国々が

西欧に倣い，審査請求の門戸が広くて審査権限

が集中的な（centralized）ドイツ型の違憲立法

審査を採用した［Ginsburg 2003,34-64］。ドイ

ツの抽象的違憲立法審査では，審査請求資格が

連邦政府，州政府，連邦下院議員の３分の１に

あるうえ，審査結果が終審かつ拘束的である。

このため，連邦政府の成立させた法律を連邦下

院野党や州政府が違憲立法審査により無効とさ

せることが可能である。

(注２)この問題を検討するのに格好な対象は，

抽象的違憲立法審査である。同審査は，具体的

な係争事例なしに成立直後の法律を審査するも

のであり，現政権の立法行為を監視のみならず

制約することができる。他方，具体的審査は訴

えの利益をもつ原告が存在する個別事例を扱う

ため，多くの場合，過去の政権が成立させた法

律を審査することになる。そのため本稿は抽象

的審査を中心に議論を進める。
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(注３)O’Donnell（1999，38）による水平的

説明責任の詳細な定義は「他の国家機関による

不法な作為ないし不作為に関して，日常的監視

から刑事的制裁や弾劾までの行為を行う法的権

限を付与されかつその意志をもつ国家機関が存

在すること」というものである。

(注４)もっとも体系的な分析はCalleros

（2009，87-113）を参照。ラテンアメリカ司法府

の独立性の弱さの最大の原因は，Moreno,Crisp
 

and Shugart（2003，102-108）の各国横断的分

析によれば，司法機関の任命・解任権限が政治

家（立法府，行政府）に握られていることと，

任期が短いため議会の改選・政権交代ごとに議

会・政権の意向を反映した任命がされることに

ある。ただし，東欧についての分析では，司法

府の独立性を規定すると考えられるこのような

制度的特徴は，違憲判決の頻度と有意な関係に

なかった［Smithey and Ishiyama 2002;Herron
 

and Randazzo 2003］。

(注５)民主主義定着の背後にある要因が違憲

立法審査における司法の独立性に貢献するとい

う因果関係も理論的にはありうるだろう。ただ

し，東欧の例にあるように行政府の越権を許す

法律が成立した後に違憲立法審査が無効判決を

下してきたことは，違憲立法審査が水平的説明

責任の強化と民主主義定着に寄与することの証

左といえる。

(注６)民主主義制度を外生的に（たとえば国

内外からの政治・経済的支援など）でなく内生

的に（当事者間関係のみで）維持する機能を，

自己拘束的機能と呼ぶ［Weingast 1997;2005］。

(注７)またこれら諸国では民主主義移行期の

政党制度が競争的であるほど，違憲立法審査制

度における審査請求の門戸が広く，判事の任期

が長い。これは移行期の政権エリートが，将来

の政治的不確実性が高いほど，より独立的な違

憲立法審査を志向したことを示している［Gins-

burg 2003,34-64］。

(注８)文化的に分断された国民のうち文化的

少数派を代表するエリートの意味。実際に

Hirschl（2004，44）が用いた用語は，「覇権的

エリート」（hegemonic elite）である。これは，

政治・経済の支配権を握っているものの，その

覇権的地位が文化的多数派の台頭により脅かさ

れている都市知識人，法曹人，経営者などから

なる既存エリートを意味する。ここでは意味内

容から「少数派エリート」とした。エリートに

ついての詳しい説明は（注９）参照。

(注９)Hirschl（2004）によれば，司法府の

強化は，イスラエル，ニュージーランド，カナ

ダ，南アフリカなど文化的に分裂した社会にお

ける従来のエリート（イスラエルであれば世俗

的で有産階級の欧州系ユダヤ人〔アシュケナ

ジー〕）が文化的周辺勢力の台頭と数的優位の脅

威に対して，多数決原理の適用を阻止すること

で自らの権力を維持する試みに起因する。これ

らの国では，重要な憲法改正（「権利の章典」

〔bill of rights〕の導入）により積極的自由（権

利を行使する自由）でなく消極的自由（被害を

受けない自由）が強化され，政策上の国家権限

が制約された。このため，大衆や少数派の社会

経済状態の改善ではなく，経済新自由主義の促

進とエリート既得権の擁護につながったとされ

る。

(注10)イスラエルにおける世俗対宗教，カナ

ダにおける英語圏対仏語圏，南アフリカにおけ

る白人対有色人種，ニュージーランドにおける

欧州系対先住民・アジア系移民などである。

(注11)Hirschl（2004）の覇権維持の事例に

はトルコも含まれている。ただし，彼はその根

拠としてトルコの２つの政党が憲法裁判所によ

り解散させられたことを挙げたにすぎない。

(注12)トルコの場合，中心・周辺亀裂の中心

を代表する少数派エリートは，トルコにおける

共和制樹立を主導してきた⑴共和人民党（Cum-

huriyet Halk Partisi：CHP，1923～1981年，

ただし現在ではその継承政党である，〔同名の〕

共和人民党〔1992年～〕と民主左派党〔Demo-

kratik Sol Parti：DSP，1985年～〕），⑵軍人，

⑶官僚と考えられる。これらにより構成される

エリートは特定の社会集団の利益ではなく世俗

一元的なトルコ国家の利益と価値を擁護するこ
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とから国家エリート［Özbudun 1993a］と呼ば

れる（第 節第２項参照）。

(注13)連邦国家の対極にある一元国家を意味

し，実質的には中央集権制度と同義的。

(注14)イスラエルについてもHirschl

（2004）の議論に異を唱える研究が散見される。

Barak-Erez（2002）は非イデオロギー的（世俗

的）な問題についての違憲立法審査結果は，政

治制度や権力関係に実質的な変化をもたらさな

かったと論証している。Woods（2008）は，イ

スラエル政治への司法府の影響力の近年の高ま

りの原因を，法曹界が社会運動との交流により

活性化し，社会的要求を法律に反映しようとし

たことに求めている。さらにHirschl（2004）の

上述４カ国以外の比較事例は違憲立法審査を分

析しておらず，覇権維持が違憲立法審査以外の

領域での司法積極性ないし司法の政治化に起因

している可能性も否定できない。

(注15)Hirschl（2004，73-74）は，イスラエ

ルにおいて（最高裁判所に）違憲立法審査が導

入されて（司法積極主義が明白になって）以降，

同国世論における最高裁判所の正当性が低下し

たと述べている。

(注16)O’Donnell（2005，296）はラテンア

メリカにおける近年の「政治の司法化」［Sieder,

Schjolden and Angell 2005］についても水平的

説明責任強化に貢献するという点ではこれを肯

定的に評価している。

(注17)立法過程における拒否点とは，法案を

修正ないし否決できる機会を意味する［Immer-

gut 1990;Kaiser 1997］。拒否点が少ないと政府

が対立的法案を成立させられる確率は高まるの

で，野党が抽象的違憲立法審査へ訴える確率を

高める［Sweet 2002,54］。たとえばドイツでは

抽象的違憲立法審査が少なく，1951～1991年の

時期に審査請求は112件，判決は62件にとど

まっている。これは，対立的法案が上院や連立

政権内部の反対で日の目をみないことがあるか

らである［Sweet 2002,191-192］。

(注18)詳しくはHazama（2009）を参照。

(注19)20議席以上保有する政党は政党会派

（party group）を形成し，議事運営委員会に参

加できる。

(注20)親イスラムの公正発展党（Adalet ve
 

Kalkınma Partisi：AKP）政権が2002年に発

足してからは，一部メディアは憲法裁判所が世

俗主義的なアフメット・ネジデット・セゼル大

統領や共和人民党と共謀していると伝えてきた。

(注21)Özbudun（2007，265）は，今日にお

いても国家エリートの大部分で庇護意識が支配

的であることは，憲法裁判所が世俗一元国家原

則を過度に厳密に解釈して下した，政党解散命

令やスカーフ着用をめぐる判決に如実に表れて

いると述べている。

(注22)国家原則は国家エリートの価値と利益

であることに加え，その規定は他の規定に比べ

てより抽象的であるために［Özbudun 2007,

264-265］憲法裁判所の裁量が広がるからである。

(注23)国家エリート大統領（ないし野党第１

党）も非国家エリート大統領（ないし野党第１

党）も，現政権から水平的説明責任を求める度

合いは同等であり，憲法裁判所も両者に対して

分け隔てない判決を下すとの前提に依拠してい

る。

(注24)もちろんいずれの仮説も成り立たない

こともありうる。その場合は意味のある結論を

導けない。

(注25)なお，ロシアでは憲法裁判所が戦略的

に大統領と議会の間に位置取りすることにより

自らの権威を確立しようと試みるとともに，連

邦制や三権分立など立法・行政府を刺激しかね

ない事例を避け，個人の権利に重点を置いた

［Epstein,Knight and Shvetsova 2001］。

(注26)連邦国家では連邦政府と州・自治政府

との間で，権限の所属が違憲立法審査での争点

となるが，一元国家のトルコでは地方分権をめ

ぐる違憲立法審査はないわけではないがまれで

ある。

(注27)通常，低いレベルから数えるためこの

ような順番になった。

(注28)1982年憲法は1961年憲法に比べて行

政権限を強めたものの，この行政権の限界を明
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示する憲法構造は残っている。

(注29)トルコでは国家エリート政党よりも非

国家エリート政党の支持率のほうが一般的に高

いため，単独政権の与党はつねに非国家エリー

ト政党だった。

(注30)差の正または負を前提としないため，

両側検定。審査請求者の括弧内は，国家エリー

ト・非国家エリートを合わせた年間平均審査件

数。標本数（n）は，大統領または第１野党に国

家エリートまたは非国家エリートが就いていた

年数。両標本の分散は等しくないことを前提と

する。

(注31)なお，水平的説明責任を国家機関の権

限と財政・経済規則に分けて，国家機関の権限

を対比基準とした２水準混合ロジスティック回

帰分析を行った結果も上述とほぼ同じだった

（財政・経済規則は統計的有意水準に達さなかっ

た。すなわち，違憲判決確率に及ぼす財政・経

済規則の効果と国家機関の権限の効果との間に

有意な差は認められなかった）。

(注32)財政・経済規則を理由に違憲判決を受

けた法律の多くは，予算案に予算以外の規定な

いし年度を超える支出項目を盛り込むなどの予

算・会計原則違反が占めており，行政府の越権

行為の色彩が強い。そのため，国家機関の権限

と財政・経済規則における違憲状況をもってし

て水平的説明責任，特に行政府の越権を検証す

ることは妥当だったと判断できる。
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